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新年度に開催した第 2 回市会定例会において新たな所属が決まりま

した。その他役職を含めてご報告いたします。 

○こども・青少年、教育常任委員会  委員長 

○基地対策特別委員会  委員 

○横浜市都市計画審議会  委員 

○立憲民主党会派  副団長 

【ワクチン接種事業】 101億円(国費)  

 
横浜市 7/12現在 

コロナ感染拡大の抑止に向けて、4回目・3回目の接

種事業が続きます。感染者数の増加傾向の中、基本

的な感染対策を続ける 

必要があります。泉区の 

抗原検査キット販売薬局 

は次から検索できます。 

事業者によっては、無症 

状の方へ無料 PCR等検 

査を実施しています。 

【原油価格・物価高騰による経済支援始業】 

5億 2千万円(一般財源) 

○レシート活用キャンペーン 

スマホアプリを活用して、飲食店以外で発行された

レシートで、ポイント還元やキャッシュバック 

8月下旬から 11月（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

○タクシー事業者支援事業 

○乗り合いバス事業者支援事業 

○公衆浴場燃料価格等対策臨時支援事業 

 
 

<立憲民主党会派から＞ 

飲食店利用促進事業も同時に行われているが、ア

プリを使うなど特に高齢者にはわかりづらい。 

視覚障害の方から参加できる方法を示してほしい

と要望がある。 

<立憲民主党会派から> 

原油価格高騰で、事業所判

断で値上げをすることがで

きない事業者への支援にと

どまっているが、横浜経済

の再生に向けて、様々な職

種の状況把握が一層必要。 



【ウクライナ支援事業】 

1億 5千 3百万円(一般財源) 

○避難民支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現地支援事業 

 オデーサ市で不足している飲料水を確保するた

めの浄水装置など支援 

ロシアのウクライナへの侵略戦争はいまだ終息

が見えません。姉妹都市のオデーサ市支援のため

に横浜市が市庁舎と全区役所で行った募金活動

には、12,347,752円が集まり、上記「オール横

浜支援パッケージ」で連携している公益財団法人

横浜 YMCAにお渡しし、避難民へ一時金・生活費

として活用しています。 

横浜市では、市内在住の外国人のための生活情

報提供、相談を多言語で実施するとともに、日本

語教室の開催、通訳ボランティアの派遣、日本人

との交流活動などを行うため、国際交流ラウンジ

を市内に 11か所設置しています。泉区役所内に

は「いずみ多文化共生コーナー」があります。 

 

 

 

【コロナ禍における生活困窮者支援事業】 

59億９千７百万円(国費) 

○ひとり親世帯や低所得の子育て世帯への生活

支援特別給付金給付事業                  

児童一人につき 5万円                

○住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業

○生活困窮者自立支援金支給事業 

コロナ禍における女性の貧困問題 

コロナ禍で職を失い追い詰められる女性たち

が急増しました。女性の雇用者数は 2020年４

月、大幅に減少。女性の雇用は一時、最大 74万

人が失われ、男性の倍以上に上りました。その多く

が非正規雇用とみられています。 

 女性の就業率が高い飲食業や宿泊業などがコロ

ナの影響を大きく受けたことに加え、不安定な非

正規雇用として働いていたことで、解雇や雇い止

めとなるケースが多く見受けられたのです。        

特に所得の低いひとり親世帯への影響は大きく、

支援団体には、当事者らから「子供たちには２食で

我慢してもらっている」「米を買うお金もない」な

どと悲痛な声が届き、自粛生活で家事・育児や介

護の負担増、ＤＶにさらされるリスクも増大し、生

活困窮で追いつめられる女性の姿があります。 

 

 

 

 

 

 

現在雇用は少しずつ改善状況にあるものの、特に

子育て中の女性が失業したあと仕事を積極的に

探さない「非労働力化」していることもわかってい

て、新型コロナの影響で家事や育児と仕事の両立

が難しくなっていることをうかがわせます。     

 

 

市内在住の外国人や外国につながる子どもた

ちへの生活基盤支援を充実させ、多文化共生

社会の実現を目指します。 

 



 

 

横浜の子育て支援と「こども家庭庁」 

横浜市は「第2期子ども・子育て支援事業計画」

を策定して、子ども・青少年施策に関する基本理

念や各施策の目標・方向性などを定め、切れ目の

ない総合的な支援を進めています。それでも出生

数は減少傾向、合計特殊出生率は全国よりも低い

水準で推移しており、少子化は進行中です。 

横浜市令和 4 年度の予算の考え方に、「子育て

世代に優しく、次の世代を育んでいく」、という視

点を大切に、子ども・子育て支援を充実させてい

くという市長の思いがあります。 待機児童対策

や、小児医療費助成制度や出産育児一時金などの

支援策、児童虐待対応、ヤングケアラー対策など、

様々な課題を認識し、議論を深め提言につなげて

まいります。       

また、国においては来年度から「こども・家庭庁」

が発足します。子どもの権利に特化して政策をす

すめる省庁ができ自治体にとっては頼もしく感じ

るところですが、課題もあると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教師不足問題 

 教職の道に進む学生・社会人は年々減少して

います。 

まず、採用試験を受ける人が減少しています。

それにより採用倍率の低下は深刻です。「組織で

人材の質を維持するのに必要とされる倍率は 3

倍とされ、2 倍を下回る自治体では、危険水域ど

ころか警報レベルです。 

横浜市の昨年度（令和３年度実施試験）の倍率

は、全体で約 1.5倍でした。校種別で見ると、小学

校約 1.3 倍、中学校・高等学校約 1.8 倍、特別支

援学校約 1.2 倍、養護教諭約 2.8 倍、高等学校

（商業）約 1.3倍でした。 

長時間労働による教師の 

過労死、モンスターペアレン 

トや学級崩壊に悩み疲弊 

していく教師たちが SNS 

で声を上げたり……。そう 

いった情報が人々の目に触 

れやすくなったことで、「学校＝ブラックな職場」と

いうイメージが出来上がってしまいました。 

 

名称が「こども家庭庁」になりました。子育て

において「家庭」が大切なことに異論はありま

せんが、格差が広がり不安定な社会の中で、

「家庭」が安心できる場ではなく、否定的な感情

を持つ方々もいます。 

社会全体で子ども支援をするという強いメ

ッセージが必要です。そのためにも子ども政策

に関する予算の倍増と、人材の育成が急務で

あり、横浜市の施策と連動できるように取り組

みます。 

横浜市では市内全体で見ると、一定の正規

教員数は確保している。しかし、学校現場から

は「教員が足りない！」という声が聞こえる。 

学校現場における教員不足の声・実情をどの

ように捉えているのか教育長に伺う。 

 

子育てや介護等の配慮など、多様な働き方が求め

られていることに加えて、学校と事務局がともに年度

途中の産育休や退職等により随時変動する欠員

対応に追われている。そうした実態も教員不足と感

じられる一因ではないかと考える。 

教師が職務職責を果たせるよう、年間を通

しての状況を把握してほしい。教師になりた

いという夢をもつ人は少なくない。横浜での

教員の働き方改革を一層進めたい。 

 

 

 

 



 

 

7月 10日投開票参議院議員選挙、 

7月 10日に実施された参議院議員選挙の神奈川選挙区において、立憲 

民主党公認の「水野もとこ」さんが 394,303票で当選しました。 

 水野もとこさんは、はやぶさでおなじみの宇宙航空研究開発機構(JAXA) 

に 28年間勤務し、宇宙開発という国際競争の最先端の現場をリードして 

きました。宇宙政策のみならず、産業政策のエキスパートとして国際派の水 

野さんです。 

 また、中学生と小学生のお子さんを育てるシングルマザー(現在共同養育 

中)で、生活者としての感覚も持ち合わせているので「宇宙母さん」という 

ニックネームがぴったりです。 

 今回の 5位当選は、欠員補充の 1議席で、任期は 3年となりますが、物 

価高とたたかい、教育の無償化、産業競争力アップ、女性の声で政治を変える、対

話外交で世界の平和をリードなど掲げた公約実現に向けて、国会での即戦力とし

ての活躍をご期待ください。 

活動アルバム 

横浜市会議員                

（泉区）   
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【202２年度】 

常任委員会：こども青少年・教育委員会(委員長)                    

特別委員会：基地対策特別委員会 委員 

そ の 他：横浜市都市計画審議会 委員 

会   派：副団長 

１９５９年１月 大阪で生まれる 

１９７９年 小学校教員生活スタート 

 桂台小学校・中田小学校・深谷台小学校 

和泉小学校・緑園東小学校で勤務 

２０１０年 初当選を果たす 

２０２２年 現在四期目活動中！ 

お気軽にご相談ください。 

地域の声が活動の源です！！ 

スポーツ推進委員研修会 鎌倉歩きの会 泉区地域協議会 

和泉川クリーンアップ 街頭活動 みなづき杯ソフトボール大会 

区内でもふもと後援会でも、少しずつ様々な活動が行われ始めました。感染

対策を行いながら慎重にかつ楽しくと工夫されています。 


